
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）R3

　Ⅰ　融資主体型（地域担い手育成支援タイプ）
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1
青森
市

滝内
都市
的地
域

青森
市

Ⅰ－２
必須目標100%
事業関連取組目標100％

1 1 100 1 1 100 0 0 －

2
平内
町

中地
区

中間
農業
地域

平内
町

Ｉ－２
必須目標100％
事業関連目標 -

1 1 100 0 0 -

3
蓬田
村

長科
中間
農業
地域

蓬田
村 Ｉ－２

必須目標0％
事業関連目標0%

1 0 0 1 0 0

0 0 1 1 100
北地
区

平地
農業
地域

田舎
館村

Ⅰ-2
必須目標0％
事業関連取組目標100％

1

　２　先進的農業経営確立支援タイプ・地域担い手育成支援タイプ

No
市町
村名

地区
名

農業
地域
類型

事業
実施
主体
(市町
村又
は

都道
府県
名)

事業内容

Ⅰ-1 融資主体補助型
（先進的農業経営確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助型
（地域担い手育成支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援型

地区の成果目標

⑤経営コストの
縮減

⑥農業経営の
複合化

１年度目の達成状況
（評価報告）

①付加価値額の
拡大

②経営面積の
拡大

③農産物の価値
向上

都道府県の評価

地区計

④単位面積当た
り収量の増加

⑦農業経営の
法人化

地区計

地区計

地区計

4
田舎
館村

評価所見

－

－

　成果目標の「付加価値額の拡大」と
「経営面積の拡大」について、年度目
標を達成できなかった。農地中間管理
事業の活用促進等による経営面積の拡
大と経営コストの縮減に向けた経営指
導等により、目標年度までに達成でき
るよう支援していく。

　成果目標の「付加価値の拡大」につ
いて達成できなかった。
　今後、村、農業委員会、農協等関係
機関と連携すると共に農業経営相談所
等の支援機関に登録されている専門家
などの活用により、導入機械の効率利
用や農地情報の提供等を通じて、経営
体による農産物の高付加価値化や経営
面積拡大、経営の法人化が図られるよ
う指導・助言を行っていく。
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事業
実施
主体
(市町
村又
は

都道
府県
名)

事業内容

Ⅰ-1 融資主体補助型
（先進的農業経営確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助型
（地域担い手育成支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援型

地区の成果目標

⑤経営コストの
縮減

⑥農業経営の
複合化

１年度目の達成状況
（評価報告）

①付加価値額の
拡大

②経営面積の
拡大

③農産物の価値
向上

都道府県の評価
④単位面積当た
り収量の増加

⑦農業経営の
法人化

評価所見

5
五戸
町

川内

平地
農業
地域
類型

五戸
町

Ⅰ-2
必須目標－
事業関連取組目標－

0 0 － 0 0 －

6
五所
川原
市

五所
川原
南・
五所
川原
東

平地
農業
地域

五所
川原
市

Ⅰ-2 融資主体
補助型（地域担
い手育成支援タ

イプ）

必須目標100％
事業関連目標100％

1 1 100 1 1 100

7 1-2

8 1-2

9 Ⅰ-2

10 Ⅰ-2

0 0 －

地区計

地区計

1 1

中泊
町

中里
中間
農業
地域

中泊
町

地区計

地区計

つが
る市

稲垣
平地
農業
地域

つが
る市

1
必須目標100％
事業関連目標100％

100 1 100

1 100
必須目標0％
事業関連目標100％

2 0 0 1

　今後は、関係機関と連携して、農地
中間管理機構の活用等による面積拡大
に係る支援を行う。

－

－

　「付加価値の拡大」と「経営面積の
拡大」について目標を達成できなかっ
た。必須目標である「付加価値の拡

大」について目標年度の80％未満であ
ることから、農業経営相談所等の支援
機関に登録されている専門家等を活用
して目標達しできるよう助言を行う。
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Ⅰ-1 融資主体補助型
（先進的農業経営確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助型
（地域担い手育成支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援型

地区の成果目標

⑤経営コストの
縮減
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都道府県の評価
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11
中泊
町

武田
中間
農業
地域

中泊
町 Ⅰ-2

必須目標0％
事業関連目標－

1 0 0 0 0 － 0 0 －

12
板柳
町

畑岡
地
区、
小阿
弥地
区

平地
農業
地域

板柳
町

Ⅰ-2（地域担い
手育成支援タイ

プ）

必須目標100%
事業関連取組目標100％

1 1 100 1 1 100

13
十和
田市

全地
区

平地
農業
地域

十和
田市

Ⅰ-2 融資主体
補助型

（地域担い手育
成支援タイプ）

必須目標100%
事業関連取組目標0％

1 1 100 1 0 0

14
おい
らせ
町

下田
小学
校学
区

平地
農業
地域

おい
らせ
町

Ⅰ－２
必須目標100％
事業関連取組目標100％

1 1 100 1 1 100

地区計

地区計

地区計

地区計

　「付加価値の拡大」について目標を
達成できなかった。必須目標である
「付加価値の拡大」について目標年度
の80％未満であることから、農業経営
相談所等の支援機関に登録されている
専門家等を活用して目標達しできるよ
う助言を行う。

－

　必須目標の付加価値額の拡大及び選
択目標の経営面積の拡大ともに目標に
達している。
今後は、生産技術指導による生産量の
増大や農地中間管理機構を活用した経
営面積の拡大を支援する。

　必須目標の「付加価値額の拡大」は
達成したが、事業関連目標の「経営面
積の拡大」は、借地が一部返還となっ
たことから未達成となった。今後は目
標達成に向け、関係機関と連携した栽
培技術指導による生産量の増大や、農
地中間管理機構を活用した経営面積の
拡大について支援する。
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事業内容

Ⅰ-1 融資主体補助型
（先進的農業経営確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助型
（地域担い手育成支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援型

地区の成果目標

⑤経営コストの
縮減

⑥農業経営の
複合化

１年度目の達成状況
（評価報告）

①付加価値額の
拡大

②経営面積の
拡大

③農産物の価値
向上

都道府県の評価
④単位面積当た
り収量の増加

⑦農業経営の
法人化

評価所見

16

17

18

3

0

3 1003

地区計

六ヶ
所村

六ヶ
所

中間
農業
地域

六ヶ
所村

必須目標33.3％
事業関連取組目標100％

1 33.3

1 100 1 0

Ⅰ－２

地区計

15
おい
らせ
町

木ノ
下小
学校
学区

平地
農業
地域

おい
らせ
町

Ⅰ－２
必須目標100％
事業関連取組目標0％

1

合　　計

　必須目標の付加価値額の拡大につい
ては初年度目目標を達成したが、選択
目標の経営面積の拡大については、農
地の出し手が少なく、希望する農地も
借入が借入れできなかったことから、
未達成となった。
今後は、農地中間管理機構を活用した
経営面積の拡大について支援する。

　１年度目の必須目標の「付加価値額
の拡大」は３件中２件が新型コロナウ
イルスの影響による市場価格の低迷
や、経費の増加による所得の低下によ
り未達成となった。事業業関連目標の
「経営面積の拡大」は３件中３件で達
成した。
今後も目標達成に向け、関係機関と連
携した栽培技術指導による生産量の増
大や、経営関係普及指導員等による経
営指導を行う。


